








































































































































































ICCS Journal of Modern Chinese Studies Vol.10(2) 2018 
 
 
 49 
の理由について社会科学院日本研究所がシン
クタンクで対日政策を優先しているという機
関誌の運営の方針があると思います。 
 この表はキーワードで検索した論文の数で
す。まずは安倍内閣についてはどのくらいの
論文が出てくるのかについての統計です。集
団的自衛権や憲法改正、右傾化など、それぞ
れに関するテーマの論文の状況であります。
全体の特徴としては、現状分析に関する論文
が多いということがわかります。歴史認識に
関する論文は、相変わらず重要なテーマであ
る一方で、具体的な事件に対する批判は明ら
かに減少しています。安倍首相個人の保守主
義志向に対する批判が最近は多く出ています。
第三に、機構別に見ると、政府系機構・シン
クタンクのほうは現状分析・時事問題に関す
る論文が多く、大学は比較的に敬遠する傾向
が読み取れています。 
 事例研究は、領土問題を中心としています。
2012年から 2015年までの 4年間に、10誌
の研究機関誌の中で領土問題を中心とする論
文は 54本となり、かなり増えています。こ
れ以前の 4年間、2008年から 2011年のデー
タと比較してみると、2008年から 2011年ま
での 4年間は 6本しかなかったのに対し、
2012年から 2015年まで急に 54本になりま
した。それは領土問題に対する関心度の現れ
ではないかと思います。 
領土問題に関する論文の論調について、政
府政策擁護は勿論多いですが、その中にいく
つかの冷静的な分析、あるいは中国政府に対
する批判的なスタンスの論文が現れています。
例えば、人民大学の時殷弘先生と、同じく人
民大学の左希迎先生の論文です。論文の内容
から見るとさらに以下二つの特徴が読み取れ
ると思います。第一は、論文の学問分野に関
して、政治学者だけではなく、歴史学者と国
際法学者の論説が多く見られております。そ
れは、やはり中国側の主張では「魚釣島は歴
史的にも国際法的にも中国の国有領土」と言
っていますから、やはり歴史学者の研究と国
際法研究者の研究を出さなければならないの
ではと思っております。また、国際法の場合
は「国有化」の有効性に対する言い分やアメ
リカが釣魚島を日本に返還する違法性とか、
そういうような論文があります。その延長線
としては、尖閣の問題だけではなく沖縄や台
湾などに関連する研究が最近多くなってきて
います。まとめとして、領土問題に関する言
説について、地政学的な意味を含め、中国の
機関誌は歴史的な論調と国際法的な論調も重
視するようになってきております。 
結論からみると、これは中国の対日政策だ
けではなく、中国における日本研究の問題点
として、次の三点が挙げられると思います。
第一に、研究機関は基本的に政府の政策方針
に従って論文を刊行していますが、政府系シ
ンクタンクと大学の研究機構における日本研
究の相違も見られております。次に中国にお
ける日本研究の主流というものは、政治外交
と経済の分野にあり、歴史、文学、文化など
いわゆる基礎研究に対する関心は少ないよう
な感じがあります。最後に、政治外交の論文
に関して、その内容は対日政策の基本に関わ
る論説が多く、基本的な政治学研究、つまり
日本の国内政治や政治理論、民主制度や、選
挙、利益集団、行政学、地方自治あるいは外
交史、外交理論など、そういういった基本的
な政治研究、国際関係研究に対する研究が少
ないような感じがします。 
参考文献はかなり出ていますので、必要な
方は私のほうにお尋ねください。ご清聴あり
がとうございました。 
